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冒頭、一言申し上げます。 

県議会議員 笠松泰夫氏におかれましては、昨日の２月１７日急逝さ

れました。突然の訃報に驚いており、誠に痛惜の念に堪えません。 

笠松議員は、本県職員として土木部長等を務められた後、平成１９年

に県議会議員に当選され、高速交通ネットワークの整備促進や観光振興

など県政の重要課題に取り組んでこられました。また、産業、土木、厚

生の各常任委員長として卓越した指導力を発揮されました。氏が生前、

県政発展のために傾注された情熱と御功績を深く胸に刻み、ここに謹ん

で御冥福をお祈り申し上げます。 

 

 それでは、第３８５回定例県議会の開会に当たり、県政運営の所信の

一端を申し述べますとともに、県政の諸課題および平成２７年度当初予

算、平成２６年度２月補正予算の概要につきまして、ご説明申し上げま

す。 

 

私は知事としての任期３期目、「福井新々元気宣言」に基づき、福井

の「元気」をさらに大きく、明るい希望を次の世代につなぐことをめざ

して「新ふるさと構想」を進めてまいりました。この間、県議会の力強
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いご支援・協力をいただき、北陸新幹線の県内延伸や工期短縮、高速道

路の整備促進など、県政の重要課題を着実に進展させることができまし

た。そして、「県民幸福度」、「子どもの幸福度」の２つの日本一は、県民

のたゆまぬ努力のたまものであり、この４年の県政の大きな成果であり

ます。また本県が提唱した「ふるさと納税」制度が拡充され、子育て支

援策が全国に波及するなど、福井発の政策提案も次々と実現しています。 

 さて、我が国は戦後７０年の節目を迎え、人口の減少と東京一極集中、

国際情勢の複雑化など、まさに時代の変革期にあります。本県は県民一

人ひとりが活躍できる日本一の環境を活かし、新たな国づくりをリード

する成果を示しております。３月には中部縦貫自動車道が北陸道と直結

し、北陸新幹線も金沢まで開業します。３年後の「福井しあわせ元気国

体」に続いて、東京オリンピックの開催、さらにその先の５年、１０年

は新幹線敦賀開業や中部縦貫道全線開通も控えており、県政を新段階へ

引き上げるまたとない好機であります。この時期を最大限に活かし、人

口減少問題に立ち向かうとともに、県民の一人ひとりの人生を豊かにす

るための県政を進めなければなりません。元気あふれる「日本一のふる

さと」の実現に向け、県政の一層の発展に引き続き全力で取り組んでま

いりたいと考えております。  
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それでは、最近の経済・雇用情勢について申し上げます。 

国は、１月の「月例経済報告」において、「景気は、個人消費などに

弱さがみられるが、緩やかな回復基調が続いている。」としており、県内

においても、有効求人倍率は全国上位で推移しております。しかしなが

ら、消費税引き上げに伴い自動車や家電製品を中心に消費が回復してお

らず、さらに中小企業においては、昨年後半からの急激な円安による原

材料価格の高騰により、収益が厳しくなっているとの声も聞かれるとこ

ろです。 

こうした中、政府においては今月３日、個人消費回復や地方創生に重

点を置いた経済対策の補正予算を成立させました。 

そこで、本県としては、２６年度２月補正予算と２７年度当初予算を

国の交付金を積極的に活用して一体的に編成し、「ふるさとふくいの創

生対策」をいち早く実行することとしました。なお、今回の当初予算は、

４月に知事および県議会議員の選挙が行われるため、いわゆる骨格予算

として、政策的な経費は選挙後の補正予算で対処することになりますが、

北陸新幹線整備や中部縦貫自動車道といった高速ネットワーク整備や国

体、福祉や教育など県民生活に密接にかかわり年度当初から実施する必

要があるものは、円滑な事業の実施に支障がないよう予算計上しました。 
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それでは、まず今回の「ふるさとふくいの創生対策」について申し上

げます。 

本県には、合計特殊出生率の高さ、待機児童ゼロ、子どもの学力体力

日本一など、全国トップクラスの子育て環境が整っています。こうした

本県の特長を生かして全国のモデルとなる先進的な政策を実施すること

とし、Ｕ・Ｉターンを強力に進める新たな体制整備や若者、女性の仕事

の創出支援等を強化し、大都市への人口流出に歯止めをかけてまいりま

す。 

具体的には、「つながり力を活かす縁結び、子育て応援」、「幸福度

日本一・福井へのＵ・Ｉターン促進」、「ふくいの宝を活かしたふるさ

と産業の新展開」、「新幹線、空港から福井に呼び込む誘客強化」を４

つの柱に地方創生を進めます。 

第１の縁結び、子育て応援については、若者の出会い機会を職場にも

拡大するなど、結婚を望む若者の希望がかなう迷惑ありがた運動を拡大

してまいります。 

また、「新ふくい３人っ子応援プロジェクト」として、市町と協力し

て、第３子以降の保育料無料化を３歳から小学校入学前まで拡大し、全

国のモデルとなる子育て政策を充実いたします。 
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第２のＵ・Ｉターン促進については、福井移住定住促進機構を設置し

ます。県内と東京・有楽町にも新たな相談拠点を開設し、メディアも積

極的に活用しながら全国トップクラスの子育て環境や「幸福度日本一」

といった本県の魅力をアピールするとともに、仕事や住居から定住後の

生活相談まで、徹底してきめ細かくサポートする体制を構築します。 

さらに、これまで実施してきた園芸カレッジや伝統工芸職人塾に加え

て、新たに林業や漁業、観光の研修コースを設け、Ｕ・Ｉターン者の増

加につなげてまいります。また、「人材創生塾」として横断的な人材の

交流の機会を設け、地域産業の活性化につなげます。 

第３の産業の新展開については、中小企業の新商品開発への強力な後

押しや長年地域に愛されてきた老舗などへの支援、また、中山間地域に

おける園芸導入など、里山里海湖の資源をフル活用して、地域ビジネス

の振興を図り、域内経済の好循環をつくってまいります。 

第４の福井への誘客強化については、北陸新幹線金沢開業を契機に、

東京駅や金沢駅などで誘客キャンペーンを強化するほか、小松空港を拠

点に航空会社と連携した観光ＰＲを展開するなど、陸と空の両方から観

光客を呼び込みます。 

これらの施策を総合的に実施するため、今後、議会をはじめ、県民、
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産業界など様々な立場からのご意見を伺い、県としてのまち・ひと・し

ごと創生戦略を市町とともに来年度中に策定する予定であります。 

 

次に、消費喚起対策について申し上げます。 

まず、県民消費喚起につなげるため、県民向けに２割のプレミアムが

ついた総額３６億円の商品券を市町と協調して発行します。なお、経済

負担の大きい多子世帯やひとり親世帯には、さらに割安で購入できるよ

う配慮いたします。また、県外からの誘客、県産品の消費拡大のため、

県内への旅行やホテル、旅館等の宿泊客が土産物購入や飲食などに利用

できる商品券もあわせて６億円発行します。さらに、本県の名産品とし

て県外に自慢できる「ふるさと名物商品」を全国の消費者に割安で販売

するなど、これらの対策により、全体で約６０億円を目標とする消費効

果を見込んでおります。 

 

次に県政の主要な課題についてご説明申し上げます。 

まず、北陸新幹線の整備促進について申し上げます。 

 金沢―敦賀間の開業時期については、本県提案のとおり３年前倒しさ

れ、これから８年後の平成３４年度末の完成・開業が決定、平成２７年
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度政府予算案に２２０億円の事業費が盛り込まれました。  

なお、福井先行開業についてはこの夏までに結論を得ることとしてお

り、与党においてさらに議論を深めていただくことが重要であります。  

 また、早期開業のための新たな財源として新規着工区間の貸付料を前

倒して活用することとなったことから、交付税措置による県の実負担額

は、事業費約７，８００億円の７．７％にあたる約６００億円となり、

これまでより約２００億円軽減されるものと考えています。  

 敦賀開業の前倒しを受け、関係機関との協議を強め、用地取得につい

ても速やかに行う体制の強化をいたします。本日、市町も新たに加えた

鉄道・運輸機構と県による新幹線事業推進連絡会議を開催し、一致協力

して工事工程等を迅速化するなど、早期の用地取得に全力を期してまい

ります。また、新年度から地元に精通している市町職員の派遣も含め人

員体制を強化する予定であり、３月からも担当職員を一部増員するなど、

地権者をはじめ関係者の理解と協力を得ながら、用地取得に全力を尽く

してまいります。  

 新幹線工事の進捗状況につきましては、既に工事に着手している新北

陸トンネルの３つの工区に加え、来月には南越前町の清水工区が契約予

定であり、トンネルの総延長約２０㎞のうち約８割の着手率となります。
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また、九頭竜川橋りょう工事とこれに隣接する森田地区の高架橋工事な

ど、福井市内での工事も本格化してまいります。  

 

次に、県都デザイン戦略について申し上げます。  

まず、平成２８年度の完成をめざし整備を進めている「山里口御門」

の復元については、３月から石垣の解体と埋蔵文化財調査に着手します。

来年度からの御門本体の建築工事に向け、建物に使用する瓦や壁板への

寄付を募るなど復元に向けた機運をさらに高めてまいります。  

また、中央公園についても、来年度の完成に向け城址と公園を分断し

ていた土塁や野外ステージなどの撤去工事が開始され、山里口御門と一

体となった整備が本格化します。  

 

福井鉄道とえちぜん鉄道の相互乗り入れについては、２７年度内の運

行開始をめざし、結節点となる田原町駅の南側駅舎やホームの整備を進

めております。また、福井鉄道の西口駅前広場への延伸については、広

場の完成に合わせ２８年春の完成をめざしており、２７年度から工事に

着手します。 
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原子力行政について申し上げます。 

高浜３、４号機の再稼働については、今月１２日、原子力規制委

員会が原子炉設置変更の許可を行いました。これを受け、昨日、県

および高浜町に対し国の資源エネルギー庁からエネルギー基本計

画に基づき、地元の理解を得て再稼働を進めていきたいとの説明が

あったところです。  

これに対し、県としては、国民の原子力の重要性に対する理解は

未だ十分とは言えず、政府が国民に対ししっかりと説明・説得する

必要があることをはじめ、エネルギーミックスの明確化、中間貯蔵

施設の県外立地に係る国の積極的関与、福島事故を教訓にした事故

制圧体制の充実強化など、本県がこれまで要請してきた事項につい

て国の責任ある回答がなされることが判断の前提となるとの考え

を伝えたところです。  

なお、原子力規制委員会は、現在、工事計画や保安規定認可など

安全を確認するための審査を行っているところであり、県としては、

これらの審査状況を含め、プラントの安全性と事業者の運用体制を

厳正に確認していかなければならないと考えております。  
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このうち、エネルギーミックスについては、先月３０日、国の総

合資源エネルギー調査会基本政策分科会と長期エネルギー需給見

通し小委員会の合同会合が開催され、安全性、安定供給、効率性、

環境への適合等の観点から具体的な議論が開始されました。県とし

ては立地県の立場から、エネルギーに対する国民理解を進めること、

今後の再稼働に向けて立地地域の住民の信頼を得るためにも、原子

力を中心にした政府の確固たる方針を表明する必要があることを

強く主張したところです。 

  

また今月２日、関西電力は県内１１基のプラントについて今後の運転

方針の検討状況を県に対し示しました。関西電力はこの中で、廃炉や 

４０年超運転の判断については、現在実施している特別点検の結果等を

もとに、改めて県に報告することとしています。県としては、仮に廃炉

となる場合には地元雇用・地元発注の維持確保、使用済燃料の中間貯蔵

などの問題について、事業者として責任ある方針を示すよう強く求めた

ところです。 

 

敦賀発電所敷地内の破砕帯については、活断層と認定した有識者会合
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の評価書案に対し、昨年１２月のピアレビュー会合において修正意見が

相次ぎました。県としては、従来から、事業者との間で十分な議論を行

わず、少数の限られた専門家で審議することは問題であると繰り返し指

摘してきたところであり、規制委員会は科学的・技術的観点から徹底的

に議論を尽くすことは当然として、柔軟性を持って公平・公正な結論を

導き出す必要があります。  

 

「もんじゅ」について、原子力機構は、昨年１２月２２日、保安措置

命令に対する報告書を規制委員会に提出しましたが、未点検機器数の集

計に誤りがあったことは極めて遺憾であります。今年３月の集中改革期

限までに残された期間はわずかであり、原子力機構および文部科学省が

不退転の覚悟と責任をもって、あらゆる努力を傾ける必要があります。 

 

次に、「エネルギー研究開発拠点化計画」について申し上げます。  

国際原子力人材育成については、５回目のアジア原子力人材育成会議

が今月開催され、アジア、中東諸国６か国の政府高官やＩＡＥＡの原子

力発電部門の責任者が出席しました。原子力発電導入に当たっての人材

育成の課題について議論を行い、こうしたエネルギーの将来を見通した
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国際貢献活動に関しては、研修の充実の必要性等、本県に対する関係者

の期待の大きさを改めて確認しました。 

 

次に、原子力防災について申し上げます。 

原子力災害制圧道路については、半島部の４路線において平成３１年

度までの完成をめざしトンネル工事を進めており、今月新たに高浜町の

新内浦大橋（仮称）の下部工に着手しました。早期完成に向けて、引き

続き必要な予算の確保を国に求めるとともに、円滑な工事促進に努めて

まいります。 

 

それでは以下、今回の予算に関連する主要な事業と県政の主な施策の

状況について「福井新々元気宣言」に沿って申し上げます。 

 

まず、「元気な産業」についてであります。 

現在改定を進めている福井経済新戦略については、昨年１２月に２回

目の福井県経済新戦略推進本部会議を開催し、「福井の強みに磨きをかけ、

現行の戦略を次の段階に高める」、「人口減少社会に対応し、一人ひとり

の能力を高め、人を呼び込む」、「小さな企業を応援し、地域でお金を回
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す」の三つの基本戦略を示し、新たな戦略の骨子について議論を行って

います。今後さらに、産業振興や人材育成にかかる県機関や施設の抜本

的見直し、農林水産業への２次・３次産業側からの働きかけ、未来産業

分野の集積など、新たな視点を加えて見直しを進めてまいります。 

 

昨年末、工業技術センターと県内企業などが共同で開発した炭素繊維

複合材料を使った新世代ジェットエンジンが、ヨーロッパの世界的航空

機メーカーに採用されました。これは、本県が特許を有する炭素繊維を

薄く広げる技術と、県内繊維企業の加工技術が高く評価された結果であ

ります。この炭素繊維分野に続き、医療などの成長分野において、本県

企業の技術を活かした新たな産業を創出することが重要と考えています。

このため、県内外の大学や、大企業、工業技術センターなどの試験研究

機関、そして金融機関等が一体となって、県内企業の革新的な研究開発

を支援する「ふくいオープンイノベーション推進機構」を工業技術セン

ター内に設置いたします。大学の専門的な知見を最大限に活かし、大企

業や金融機関の資金や人材面でのサポート等も得ながら、本県発のイノ

ベーションを強力に進めてまいります。 
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次に、企業誘致について申し上げます。 

昨年１年間の企業立地件数は、増設を合わせ３１件、投資額と新規雇

用者見込数は、それぞれ４３０億円と８３０人となり、最近４年間の中

で最多となりました。今年に入っても、スマートフォンやテレビなどの

液晶フィルムを製造する日本ゼオン株式会社が、生産規模拡大のため、

敦賀市産業団地の用地買い増しを決定いたしました。引き続き、これら

企業誘致を積極的に進めるとともに、若者や女性に魅力のある本社機能

の誘致にも努め、県外からの学生などのＵ・Ｉターンの促進も進めてま

いります。 

 

次に、農林水産業について申し上げます。 

 米づくりについては、農家や農協と共動で「五月半ばの適期田植え」

や「秋の田起こし運動」を進めるなど、米の食味ランキングで最高ラン

クの「特Ａ」評価を継続して獲得できるよう品質向上の努力を続けてま

いります。また、平成２９年度の品種登録出願をめざす「ポストこしひ

かり」については、来年度中に４種類にまで候補を絞り込みます。平成

３０年度の本格生産時には、県内全域で安定して高い食味や品質が得ら

れる品種となるよう、県内各地の圃場で現地実証栽培を開始いたします。 
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 農業人材の確保・育成については、東京、大阪、名古屋での就農誘致

セミナー開催など、誘致活動を進めた結果、今年度県外からの７人を含

む４６人の就農につながりました。昨年開設したふくい園芸カレッジに

は、新規就農コースに第１期生として県外からの１１人を含む２３人が

入校し、トマトやメロンの生産技術等を学んでおります。新年度も新た

に、県外からの１９人を含む２９人が入校することとなっております。

今後も、農業関係の大学や専門学校へ職員が直接出向くなど、県、市町、

農協等と共動で誘致活動を強化し、Ｕ・Ｉターンによる本県での就農希

望者を確保してまいります。 

 

 中山間地域の農業の振興については、施設園芸や鳥獣害に強いクルミ

や渋柿、カリンなどの果樹の導入に加え、付加価値の高いジャンボしい

たけ、オウレン、熊川葛、お茶炭などの生産支援を拡大し、地域資源を

活用した里山ビジネスの拡大による所得向上につなげてまいります。 

 

 現在、ＴＰＰ交渉や米政策の見直しなど国内外の情勢が変化する中、

将来にわたり本県農林水産業が勝ち抜いていくため、県では、「ふくいの

農業基本計画」に掲げた高品質高食味米の生産販売や集落園芸、大規模
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施設園芸、中山間地域での特色ある農業などを進めております。 

国においては現在、農協改革の議論が進められておりますが、農協は

地域農業や地域社会を支える重要な役割を担っており、地方創生に欠く

ことのできないものであります。県としては、農協の健全な経営が確保

されるよう国に対し働きかけるとともに、農業者が不安なく生産に励み

健全な経営を維持できるよう、農協とともに福井の農業を儲かる農業に

発展させていきたいと考えております。 

 

林業については、住宅分野での利用拡大や木質バイオマス発電施設に

よる新たな需要を踏まえ、県産材生産量を１９万５千㎥とこれまでの２

倍に拡大いたします。このため、コミュニティ林業への取組み集落を年

間２０集落に倍増し、山ぎわでの集中的な施業を進めるとともに、列状

間伐や全木集材をさらに普及し、生産コストの低減を図ってまいります。 

 

 水産業では、天候などに左右されない計画的な生産を実現するため、

養殖業の拡大をめざしております。このうち、福井市沖合で進めている

トラウトサーモン養殖の実証試験については、稚魚１，７００尾を生け

すに収容し、成育状況を確認しているところであり、５０ｃｍ程度に成
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長する６月の出荷をめざしています。また、漁家民宿等の冬の誘客食材

の一つである若狭かきについて、養殖イカダの整備等を新たに支援し、

生産量の増加と後継者の確保につなげてまいります。 

 また、地魚の流通拡大のため、敦賀市内に整備する水産加工施設につ

いては、平成２８年度の稼働に向けて整備を進めてまいります。 

 

次に、観光とブランドについて申し上げます。 

新たな観光戦略につきましては、六つの基本戦略を取りまとめました。

まず、魅力を極めるための戦略として、恐竜博物館を中心とした「恐竜

王国 福井」や一乗谷朝倉氏遺跡における歴史的空間のスケールアップ

を図ります。また、素材を輝かせるための戦略としては、三方五湖や秘

仏等の文化財を活かして「海湖と歴史の若狭路」の広域観光圏の確立を

めざすほか、集客力の高い入込数１００万人以上の観光地を５か所以上

創出します。さらに、職業系の高校生等に観光に関する授業を取入れ、

観光に関する資格取得を図るとともに、観光事業者を対象とした観光ア

カデミーを開講するなど、人材面からの観光地域づくりを進めます。こ

うした本県観光の振興策を総合的かつ戦略的に推進し、平成３１年には

観光客入込数が平成２５年比２５％増の１，３００万人となるようめざ
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してまいります。 

さて、いよいよ３月１４日には北陸新幹線の金沢開業を迎えます。 

福井駅においては、実物大の動く恐竜３体の造形物、駅舎の恐竜巨大

壁面や飛び出す恐竜壁画など、全国でも例のない特色ある広場として整

備し、誘客の拡大につなげてまいります。首都圏においても、これまで

の大宮駅等に加え、都内主要駅や新宿駅前の百貨店でも恐竜骨格の展示

イベントを実施します。また、観光誘客キャラバンを通じてメディアへ

の宣伝や旅行会社の旅行商品造成を促進し、首都圏からの観光入込数を

平成２７年には６０万人に倍増させたいと考えています。ＪＲ金沢駅の

観光情報センター内への本県の観光コンシェルジュや紹介コーナーの配

置、大型電子看板によるアピール等、金沢からの誘客にも努めてまいり

ます。 

さらに、今年１０月から１２月の「北陸デスティネーションキャンペ

ーン」の期間中には、県立美術館での「大永平寺展（仮称）」や「北陸三

県食の祭典（仮称）」など、県内各地で誘客力のあるイベントを実施しま

す。 

一方、北陸新幹線金沢開業により、航空機から新幹線に利用者がシフ

トすることが予想されます。小松空港を本県の空の玄関口として改めて
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アピールし、国内外からの誘客の拡大につなげることが重要です。この

ため、日本航空および全日空とのタイアップを強化し、機内誌での本県

特集や県産品を使った機内食の充実、小松空港内で県産品を紹介するア

ンテナショップを新設するなど、飛行機の利用者に向けたブランド発信

と誘客拡大を進めてまいります。 

また、「若狭さとうみハイウェイ」の全線開通１周年を記念して、７

月から１１月にキャンペーン第２弾を実施します。期間中は、京都府・

滋賀県との共同観光プロモーションなども実施し、舞鶴若狭自動車道の

さらなる利用拡大と嶺南地域への誘客を図ります。 

今年、開館１５周年を迎える恐竜博物館において、日本では初公開の

タイ、ラオスの実物化石等を揃えた記念企画展を７月から１０月まで開

催します。また、長尾山総合公園周辺においてもアミューズメント性の

高い動く恐竜イベントを開催し、まちなかや奥越全体に観光客が周遊す

るしくみを構築してまいります。 

 

「食」をテーマに開催される「ミラノ国際博覧会」への出展について

は、１０月２４日から２７日までの４日間、和食の原点である「禅と精

進料理の福井」をテーマに、精進料理の調理や試食、漆器、和紙といっ
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た伝統工芸品の展示、実演などを行います。本県が誇る食と食文化を世

界に発信し、観光誘客、県産品の販路拡大とともに、博覧会出展商品と

してのブランド力を国内販売にも活かします。  

 

次に、「元気な社会」について申し上げます。 

中高一貫教育については、４月から高志中学校に入学する９０名を先

月決定しました。４月４日に開校式を行い、県内の１１市町や県外から

新たな志を持つ生徒が学校生活をスタートします。６年間を通じ生徒一

人ひとりの夢が実現できる教育を実践するため、他県の中高一貫教育校

で経験を積んできた本県の教員に加え、全国トップレベルの学校で成果

をあげてきた教員を招くなど、４月から充実した指導体制を整えてまい

ります。各学校・教員が切磋琢磨し、本県全体の教育力のレベルアップ

を図っていきたいと考えております。  

 

次に、医療・福祉について申し上げます。 

少子化対策については、慶応大学などの研究チームが昨年１２月に発

表した「子どもの幸福度に関する計量分析」調査で、本県は、五つの評

価項目のうち「健康」、「豊かさ」でトップ、「教育」でも２位となるなど、



 21 

全国１位の評価を得ております。さらに新年度から「第三次福井県元気

な子ども・子育て応援計画」を実行に移し、「新ふくい３人っ子応援プロ

ジェクト」や育児休業給付金へ上乗せを行う全国初の「ふくいの子宝応

援給付金」の支給など、全国トップクラスの子育て支援をさらに強めて

まいります。 

 

高齢者福祉については、新年度から３年間の基本方針と施策を定めた

「第６期老人福祉・介護保険事業支援計画」を実行に移し、高齢者が健

康で生きがいを持って生活し、介護が必要となっても住みなれた地域で

暮らし続けることができる社会の実現をめざします。 

まず、国体を契機としたスポーツの推進等により介護を必要としない

元気高齢者の方々をさらに増やすとともに、県民の生活習慣などを考え

た新たな認知症予防プログラムを作成し全県に広めます。また、２４時

間体制での在宅ケアを提供する坂井地区モデルを全県に拡大し、在宅の

介護サービスの質と量をともに充実します。在宅での介護ができない重

度の要介護者について、今後３年間に必要となる施設を計画的に整備し

てまいります。 

 

児童科学館については、過去最高を更新した昨年度の５６万人をさら

に上回る方々にご利用いただいております。平成２８年秋のリニューア
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ルオープンをめざして、新年度は実施設計に着手し、これまで以上に多

くの子どもたちに親しまれる施設となるよう努めてまいります。 

 

次に環境政策について申し上げます。  

「里山里海湖研究所」については、研究員の活動成果や里山ビジネス

の実践事例等を紹介する「里の元気フォーラム」を３月７日に若狭町で

開催します。また、三方五湖周辺をフィールドとした「里山里海湖学校

教育プログラム」を県内全小学校に配布し、授業に活用します。さらに

「福井ふるさと学びの森」を北潟湖周辺など嶺北地域にも展開し、全県

域において里山里海湖の保全や再生を行う人づくりを進めていきます。 

 

 越前市白山地区において飼育しているコウノトリについては、本県で

誕生した幼鳥の馴化訓練を兵庫県のコウノトリの郷公園において実施し、

文化庁など関係機関との協議を経て、本年７月頃に放鳥する予定です。

これを機に、地元越前市による生息環境整備をさらに進めるなど、県内

の自然再生活動を活発化させていきます。 

 

次に、「元気な県土」について申し上げます。 
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土砂災害対策については、一昨年の台風１８号災害や昨年８月の広島

市での土砂災害を受け、花崗岩地域の地質調査等を実施しました。この

結果から必要となる７０箇所について、土砂災害警戒区域等の指定見直

しを梅雨時期までに行ってまいります。また、土砂災害特別警戒区域の

未指定箇所（８６６箇所）についても、地元市町の理解と協力を得なが

ら早期の指定完了をめざしてまいります。 

 

中部縦貫自動車道については、永平寺大野道路の福井北－松岡間がい

よいよ来月１日に開通し、北陸自動車道と直結します。新しいインター

チェンジは、永平寺参道ＩＣ、永平寺ＩＣに決まり、永平寺・恐竜博物

館などへの誘客や県内外との物流拡大が期待されます。また、永平寺－

上志比間においても、光明寺１号橋の橋梁架設が先月完了するなど、 

２８年度の大野までの永平寺大野道路全線開通に向けて順調に工事が進

められております。 

大野油坂道路については、今月１０日、太田国土交通大臣に対し、大

野―大野東間の新規事業化と北陸新幹線の敦賀開業に合わせた早期の全

線開通を強く求めました。大野東－和泉間においては、下山地区以外の

用地取得が完了し、順次工事に着手しており、和泉－油坂間においても、
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用地交渉に向けて調査等を進めております。 

 

足羽川ダムについては、水源地域対策特別措置法に基づく地域指定が、

先月２８日国において行われました。現在、関係省庁と水源地域整備計

画の協議が行われており、来月中に決定される見込みです。県としては、

引き続き関係住民の生活再建や池田町の地域振興策を国、町と連携して

進めるとともに、早期完成を国に強く求めてまいります。 

 

敦賀港の鞠山南地区における新たなふ頭用地や岸壁の整備について

は、来年度の事業化を国に強く求めるとともに、鉄道・運輸機構等関係

機関と協議を行い、埋立てに向けた準備を進めてまいります。 

 

次に、「元気な県政」について申し上げます。  

平成３０年の「福井しあわせ元気国体」まで後３年となりました。こ

れまでにも増して選手一人ひとりの競技力向上と、国体に出場し活躍で

きる新たな選手の確保に努めてまいります。昨年７月にスタートした「ス

ポジョブふくい」による人材発掘により、今年４月には、陸上競技でオ

リンピック出場をめざす選手など４６名が新たに「チームふくい」に加
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わることとなりました。  

また、中学生や高校生の競技力向上のため、各学校の部活動を積極的

に支援する強化指定校を追加し、高い指導力を持つスーパーアドバイザ

ーや特別強化コーチなども増強します。さらに、選手の練習環境を整え

るため、県営体育館をはじめ、ライフル射撃場などの早期完成をめざし

て工事を本格化させることとしており、「福井しあわせ元気国体」での

優勝をめざして、競技団体、市町と一丸となって準備を進めてまいりま

す。  

 

次に、今回提案しました平成２７年度当初予算および平成２６年度 

２月補正予算案について申し上げます。 

先ほど申し上げたとおり、知事および県議会議員の選挙が行われるた

め、平成２７年度当初予算額は、前年度比４．８％減となる４，５８９

億円を計上しました。歳入については、消費税引き上げが通年化するこ

とから地方税は８７億円増の１，０００億円、地方交付税は臨時財政対

策債を加えた実質ベースで１，５６５億円としました。 

また、２６年度２月補正予算案については、先ほど申し上げた経済対

策にかかる事業の実施に必要な経費のほか、国庫補助事業等の確定に伴
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う補正および本年度内に措置が必要な経費について最終の補正を行うも

のであります。この結果、２６年度一般会計予算の累計額は、 

４，６２８億円となった次第であります。 

 

最後に、第２０号議案の福井県手数料徴収条例の一部改正は、いわゆ

る第４次地方分権一括法等の改正に伴い、手数料の新設等を行うもので

ございます。その他の議案につきましてはそれぞれ記載の理由に基づき

提案した次第であります。 

 

 以上、私の県政に対する所信の一端と県政の重要課題等について申し

上げました。なにとぞご審議のうえ、妥当なご決議を賜りますようお願

い申し上げます。 
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